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憲法 出題の意図 

 
問題１  
 本問は、最二小判平成２４年１２月７日刑集６６巻１２号１７２２頁（宇治橋事件）を素

材として、事案を新たに設定し直した問題である。本事案が公務員の政治活動の自由に対す

る制約として、その憲法上の権利保障がどのように位置づけられるかを論じる必要がある。   
その上で、リーディングケースである最二小判平成２４年１２月７日刑集６６巻１２号

１３３７頁（堀越事件）および最大判昭和４９年１１月６日刑集２８巻９号３９３頁（猿払

事件）の判断枠組みを踏まえた上で、検討すべき各考慮要素を取り上げる必要がある。具体

的には、非管理職的地位にある公務員が休日に行なった政治活動が、公務員の政治的中立性

を損なうおそれが実質的に認められるかについて、事案に即して論じることが求められる。

また、最二小判平成２４年１２月７日刑集６６巻１２号１７２２頁と本事案との違いを踏

まえた上で、本問においても上記の判断枠組みに基づく検討が求められる。 
 
問題２ 
統治行為論に基づくと、国家統治の基本に関する国家行為である統治行為については、法

律上の争訟性を満たしていても、高度に政治性のある問題の場合は司法審査の対象外とさ

れる。判例では、最大判昭和３４年１２月１６日刑集１３巻１３号３２２６頁（砂川事件）

において、日米安保条約の合憲性につき、主権国としての存立の基礎に極めて重大な関係を

有する高度の政治性を有するがゆえに、一見極めて明白に違憲無効と認められない限りは

司法審査の対象とはならないと判示されている。また、最大判昭和３５年６月８日民集１４

巻７号１２０６頁（苫米地事件）では、衆議院の解散についても、高度の政治性を有するが

ゆえに司法審査の対象外とされている。本問は、上記の内容への理解を問うものである。 
 
  
 


